
5km

30km

雲南市
うんなん し

出雲市
いずも し

関係２県６市の対応体制

鳥取県災害対策本部
（鳥取市）

島根県災害対策本部
島根原子力発電所

うんなんし

雲南市災害対策本部

代替オフサイトセンター
（島根県仁多集合庁舎（奥出雲町））

 島根県、鳥取県及び関係6市は、警戒事態で災害警戒本部等を設置。施設敷地
緊急事態では、それぞれ災害対策本部に移行。

島根OFC
（島根県原子力防災ｾﾝﾀｰ）

米子市災害対策本部
よなごし

安来市災害対策本部
やすぎ し

まつえし

松江市災害対策本部

代替オフサイトセンター
（島根県出雲合同庁舎）

安来市
やすぎ し

境港市
さかいみなと し

まつえ し

松江市

鳥取県
現地災害対策本部

（米子市）

鳥取県
現地災害対策本部
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境港市災害対策本部
さかいみなと し

出雲市災害対策本部
いずも し

米子市
よなご し



国、関係自治体等の連絡体制

防災情報ﾈｯﾄﾜｰｸ防災行政無線

統合原子力防災ﾈｯﾄﾜｰｸ 衛星回線

防災ﾍﾘｺﾌﾟﾀｰ

地域衛星通信ﾈｯﾄﾜｰｸ

中央防災無線

J-Alert

移動局

（公用車等）
消防機関 自衛隊部隊

島根OFC
（原子力災害現地

対策本部）

関係市

衛星携帯電話

関係県

原子力災害対策本部
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国、関係自治体の広報体制

 迅速かつ適切な広報活動を行うため、事故情報等に関する中央での記者会見は官邸※において実施。
※内閣官房長官が会見を行い、原子力規制委員会委員等が技術的な内容等を補足説明。

 現地での記者会見については、島根OFCに隣接する施設において実施。

 関係自治体は、防災メール、防災行政無線、広報車等の複数の情報手段を活用し、住民へ情報を繰
り返し伝達。
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【情報発信のイメージ】
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Ｆ
Ｃ
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防災メール
防災行政無線
広報車等

ﾃﾚﾋﾞ
ﾗｼﾞｵ
新聞

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ

原
子
力
災
害
対
策
本
部

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ

報道機関 ＴＶ・ﾗｼﾞｵ

自治体
防災メール

緊急速報ﾒｰﾙ
（携帯電話）

ホームページ

SNS（ﾂｲｯﾀｰ、ﾌｪｲ
ｽﾌﾞｯｸ）

ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ
（ﾃﾞｰﾀ放送等）

屋内告知端末
（一部地区のみ）

防災行政無線・
有線放送

（屋外ｽﾋﾟｰｶｰ、戸別
受信機（集会所等））

広報車

鳥取県原子力防災アプリ
・モニタリング情報
・避難指示情報
・避難経路 などを提供

※災害時における報道・放送の要請に関する協定をNHK、民放、ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ、ﾗｼﾞｵ
放送及び新聞の各社と締結済み（島根県、鳥取県）

アプリ

【自治体等から住民への情報伝達手段の例】



実動組織の広域支援体制

災害派遣・原子
力災害派遣
全国の陸・海・空の
自衛隊による支援

警察災害派遣隊
全国の都道府県警
察による支援

緊急消防援助隊
全国の市町村消防
が所属する都道府
県単位による支援

巡視船艇・航空
機の派遣
全国の管区海上保
安本部による支援

全国の実動組織による支援

 地域ﾚﾍﾞﾙで対応困難な支援要請があった場合は、島根県、鳥取県及び関係市からの各種要請を踏
まえ、政府をあげて、全国規模の実動組織による支援を実施。

 要請の窓口となるｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ（実動対処班）において集約された各種要請等に対し、原子力災害対
策本部（官邸・ERC（原子力規制庁緊急時対応ｾﾝﾀｰ）の調整により、必要に応じ全国の実動組織（警
察、消防、海保庁、自衛隊）による支援を実施。

30km

島根OFC

政府の調整結果に基づく
現地派遣指示

現地における
各種要請の集約

原子力災害対策本部
（首相官邸）

（C）2018ZENRIN(Z05E-第175号)
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３．住民の安全確保に向けた主な対策
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主な関連訓練項目

緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ実施訓練、PAZ・UPZ内住民等の避難等実施訓練、

原子力災害医療訓練、ﾍﾘﾃﾚ伝送ｼｽﾃﾑによる情報収集訓練 など




